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１．前回の電気料⾦値上げの概要 １

○当社は、昨年春、最⼤限の経営効率化と、⾼浜発電所３、4号機および大飯発電所３、４号機の再
稼動を前提として、電気料⾦の値上げをお願いいたしました。

規制分野 9.75％

自由化分野 17.26％

◆分野別改定率効率化による原価抑制
1,553

修正指示
474

28,339

（単位：億円）

原 価 値上げ前の料⾦による収入

26,312 収⼊不⾜額
（＝値上げ額）

3,16823,145

（H25－27平均） （H25－27平均）



２２．当社の収支状況
○最⼤限の経営効率化に取組んでいるものの、原⼦⼒プラントの再稼動が実現していないため、燃料費○最⼤限の経営効率化に取組んでいるものの、原⼦⼒プラントの再稼動が実現していないため、燃料費
等が著しく増加（震災前⽐：＋１兆円超増）しており、値上げ後も収⽀悪化に⻭⽌めが掛からない
状況です。

＜H22年度（震災前）＞ ＜H26年度⾒通し（震災後）＞

2,000 ▲1,700経常損益
原⼦⼒利⽤率 78.2% 0%

設備関連費用等
（減価償却費、税⾦等）

5,400
5,200

人件費、修繕費、諸経費等
8,400 6,700

燃料費・購⼊電⼒料
7,700 18,100

23,500 28,300電灯電⼒料

+10,400
（約2.4倍）

▲1,700

▲ 200

+4,800

▲3,700

（単位：億円）

全体で▲20%程度のカット

不稼動影響額（再掲）
約4,000億円

値上げ時の前提
：34.2%

（高浜、大飯の4機）

H26⾒通し：0%

役員報酬 最大7割減
従業員賃⾦ 2割減
広告宣伝費 7割減
修繕費の繰延べ 等

費用計 21,500

30,000



4,900 
3,200 

3,700 
4,800 5,000 5,000 

1,600 

10,000 

6,900 

4,000 3,200 
1,700 

３

○平成26年度末の純資産は、震災前 から比べると半分以下の水準となる、6,600億円○平成26年度末の純資産は、震災前（平成22年度末）から比べると半分以下の水準となる、6,600億円
程度となる⾒通しです。

○この中には、将来の利益を⾒越して計上している繰延税⾦資産が5,000億円程度あり、その取崩しを余
儀なくされると、実質的な純資産は資本⾦（4,900億円）を大きく下回るレベルまで毀損してしまいます。

２．当社の財務状況

＜H23年度末＞ ＜H24年度末＞ ＜H25年度末＞＜H22年度末＞

繰延税⾦
資産差引後

⾃⼰資本⽐率 23.1% 17.8% 13.2% 11.7%

＜H26年度末＞
⾒通し

（単位：億円）

積⽴⾦等

繰延税⾦
資産

資本⾦

－

14,900

11,800

8,900
8,100

6,600

2,000 ▲3,000 ▲3,900 ▲1,200 ▲1,700経常損益

1,000 ▲2,600 ▲2,700 ▲900 ▲1,500純損益



4３．今回の電気料⾦値上げ申請の概要
○現⾏の電気料⾦の原価算定期間（平成25〜27年度）のうち、残りの１年間（平成27年度）を対象
期間として、需給関連費⽤を⾒直ししました。

○原⼦⼒プラントの再稼動遅延に伴い、⽕⼒発電電⼒量および他社からの購⼊電⼒量が増加しております。
○電源構成変分認可制度に基づいて変動額を算定した結果、3,240億円の原価増が⾒込まれます。
◆供給電⼒量⽐較

石油

LNG

石炭

⽔⼒

他社

原⼦⼒

（億kWh）
1,530 1,541

▲231

＋124

＋121

前回
（H25-27平均）

今回
（H27）

需給関連費用
1兆2,816億円

需給関連費用
１兆6,055億円

前回認可値 今回申請値

規制分野 自由化分野
値上げ率
（％） 10.23 13.93
値上げ単価
（円/kWh） ＋2.30 ＋2.18

◆値上げ申請の概要

［原⼦⼒利⽤率］ ［34.5%］ ［6.6%］

変動額
3,240億円



４．原⼦⼒プラントの再稼動⾒通し
○料⾦原価の算定上、⾼浜発電所3・4号機は平成27年11月に再稼動する前提としております。
（原価算定期間中の大飯発電所の再稼動は⾒込んでおりません）
○今回申請した電気料⾦の前提よりも早期に再稼動した場合は、値下げを⾏いたいと考えております。

５

H26年度 H27年度

H27.11
再稼動
▽

対策工事

上期 下期 上期 下期

原⼦炉設置変更許可の審査高
浜
３
・
４
号
機

大
飯
３
・
４
号
機

耐震評価、⼯事計画認可の審査、保安規定変更認可の審査

基準地震動確定
▼

基準地震動確定
▼

使用前検査・起動準備

対策工事

意⾒
募集

原⼦炉設置変更許可の審査 意⾒
募集

耐震評価、⼯事計画認可の審査、保安規定変更認可の審査

＜料⾦算定上の再稼動時期のイメージ＞

使用前検査
・起動準備



５．経営効率化の取組状況
○平成25年度実績は1,833億円、26年度⾒通しは2,688億円となり、いずれも効率化計画を上回り、
査定額を吸収する⾒込みです。

○平成27年度についても、現⾏の電気料⾦に織り込んでいる経営効率化と査定額の合計を上回るべく、
経営全般にわたり、もう⼀段の効率化の深掘りに取組んでまいります。

効率化計画
1,253億円

査定額
415億円

平成25年度 平成26年度
現⾏の電気料⾦
への織込額

実 績 ⾒通し

1,667億円

効率化計画
1,632億円

査定額
428億円

2,060億円
1,833億円

現⾏の電気料⾦
への織込額

2,688億円

人件費 373
燃料費・購⼊
電⼒量 445
設備投資関連費98

諸経費 446

修繕費 470

人件費 366

燃料費・
購⼊電⼒量

1,086

諸経費 526

設備投資関連費103

修繕費 607

６

効率化計画
1,775億円

査定額
579億円

2,355億円

⾒通し

効率化計画
＋

査定額

を上回る
経営効率化を
目指す

現⾏の電気料⾦
への織込額

・姫路第⼆発電所コンバ
インドサイクル発電方式
への設備更新時期の
前倒し効果
・卸電⼒取引所における
安価な電⼒購⼊の
拡大 等

平成27年度



６．お客さまへのご説明 ７

○ご家庭や商店など、規制分野のお客さまには、当社ホームページでのお知らせや検針時におけるチラシ
の配布等を通じて、幅広くお知らせするとともに、工場、ビルなど、自由化分野のお客さまには、ご訪問や
文書の郵送等により、丁寧にご説明してまいります。

【値上げお問い合わせ専用ダイヤル】０８００－１２３－０３０３
＜受付時間＞９：００〜１７：００

【高圧のお客さま専用ダイヤル】 ０１２０－９２９－４０６
＜受付時間＞９：００〜１７：００

ご家庭などの
お客さま

○検針時の配布チラシを活用し、値上げ申請
の理由・影響額等を幅広くお知らせ
○パンフレット等を活用した、お客さま訪問時等
あらゆる機会での丁寧なご説明
○当社ホームページでの情報提供ならびに「値
上げ影響額シミュレーション」の設置

各種団体さま
○消費者団体をはじめとした各種団体さま・
自治体さまへのご訪問や説明会等を通じた
丁寧かつ分かりやすいご説明

お問い合わせ
への対応

○主なお問い合わせのＦＡＱサイトへの反映
等による情報の充実
○専用窓口（値上げお問い合わせ専用ダイヤ
ル）の設置による、お客さまからのお問い合
わせへの丁寧な対応

工場・ビル等の
お客さま

【契約電⼒500kW以上のお客さま】
すべてのお客さまをご訪問の上、ご説明

【契約電⼒500kW未満のお客さま】
値上げのお願いの文書を、郵送にてお届けの
上、当社からのお電話等によりご説明

各種団体さま
○企業を統括する団体さまをはじめとした各種団
体さま・自治体さまへのご訪問等を通じた丁寧
なご説明

お問い合わせ
への対応

○専用窓口（高圧のお客さま専用ダイヤル）の
設置による、お客さまからのお問い合わせへの
丁寧な対応

（規制分野） （自由化分野）



７．今後のスケジュール

○値上げ申請後は、経済産業⼤⾂による申請内容の審査や、広くお客さまの意⾒を伺う場である公聴
会、関係閣僚会議などを経て認可を受けることとなっており、真摯に対応してまいります。

電 ⼒ 会 社

経済産業大臣

需 要 家 等

申 請

受 理

電気料⾦審査専⾨⼩委 消費者庁

掲 示 実 施

国⺠の声 公聴会

・物価問題に関する関係閣僚会議（※1）

認 可

（実施日の最低１０日前から）

協議

※１ 物価問題に関する関係閣僚会議（内閣官房⻑官が主宰）について
構成員：総務⼤⾂、財務⼤⾂、⽂部科学⼤⾂、厚⽣労働⼤⾂、農林⽔産⼤⾂、経済産業⼤⾂、国⼟交通⼤⾂、内閣府特命
担当⼤⾂（⾦融）、内閣府特命担当⼤⾂（消費者）、内閣府特命担当⼤⾂（経済財政政策）、内閣官房⻑官。

【出典】電気料⾦の仕組み（資源エネルギー庁）

料⾦改定認可プロセス

８



【参考】規制分野の主なご契約メニューの値上げ影響

１ヶ⽉の使⽤量 申請料⾦
(届出予定料⾦) 現⾏料⾦ 値上げ額 値上げ率

従量電灯Ａ ３００kWh ８，３５５ ７，６１１ ７４４ ９．７８

従量電灯Ｂ
（契約容量：１１kVA） １,３２０kWh ４１，４２２ ３８，１４９ ３，２７３ ８．５８

時間帯別電灯
（契約容量：１０kVA、マイコン容量：２kVA） ４８０kWh １１，２９８ １０，１０７ １，１９１ １１．７８

はぴｅタイム
（契約容量：１０kVA、マイコン容量：２kVA） ６７０kWh １６，５１８ １４，８５６ １，６６２ １１．１９

季時別電灯ＰＳ
（契約容量：１０kVA、マイコン容量：２kVA） ４８０kWh １０，８３１ ９，６４０ １，１９１ １２．３５

低圧総合利⽤契約 １２,０００kWh ３０１，８６６ ２７２，１０６ ２９，７６０ １０．９４

低圧電⼒
（契約電⼒：８kW、⼒率：90％） ５３０kWh １７，４４０ １６，１２５ １，３１５ ８．１６

（円/月、％）

※現⾏料⾦および申請料⾦（届出予定料⾦）には、燃料費調整額を含めておらず、平成26年度における5⽉分以降に適⽤する単価で算定した再⽣可能エネル
ギー発電促進賦課⾦を含めており、⼝座振替割引（低圧電⼒は除きます）を適⽤しています。

※現⾏料⾦および申請料⾦（届出予定料⾦）には、消費税等相当額を含みます。
※現⾏料⾦および申請料⾦（届出予定料⾦）のはぴｅタイム、低圧総合利⽤契約および低圧電⼒には、「その他季」の電⼒量料⾦単価を適⽤しています。
※はぴｅタイムの現⾏料⾦および届出予定料⾦には、はぴｅプラン（全電化住宅割引）を適⽤しておりません。
※実際の値上げ実施⽇･料⾦等は、経済産業⼤⾂の認可を受けて決定されます。
※実施⽇以降、実際にお⽀払いいただく電気料⾦は、燃料費調整額および再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦により変動いたします。
※使⽤量の内訳は、時間帯別電灯は昼間時間225kWh・夜間時間255kWh、はぴｅタイムはデイタイム64kWh・リビングタイム257kWh・ナイトタイム349kWh、
季時別電灯ＰＳはピーク時間5kWh・オフピーク時間197kWh・夜間時間278kWh。

９



【参考】⾃由化分野の主な料⾦メニューの値上げ影響額の例
○自由化分野のお客さまの値上げ影響額は以下のとおりです。

○⾼圧電⼒ＡＬ（商業施設、事務所ビル等のお客さま）
契約電⼒ ：820ｋ⼯
⽉間使⽤量：230,000kWh の場合

○⾼圧電⼒ＢＬ（⼯場等のお客さま）
契約電⼒ ：900ｋＷ
⽉間使⽤量：270,000kWh の場合

○⾼圧電⼒ＡＳ（スーパー、事務所ビル等のお客さま）
契約電⼒ ：100ｋＷ
⽉間使⽤量：16,500kWh の場合

○⾼圧電⼒ＢＳ（⼯場等のお客さま）
契約電⼒ ：110ｋＷ
⽉間使⽤量：26,400kWh の場合

※電⼒量料⾦単価は「その他季」、基本料⾦は⼒率100％で算定しております。
※現⾏および値上げ後のご請求⾦額には、燃料費調整額を含めておらず、平成26年度における5⽉分以降に適⽤する単価で算定した再⽣可能エネルギー
発電促進賦課⾦を含めております。

※現⾏および値上げ後のご請求⾦額には、消費税等相当額を含みます。
※実際のご請求⾦額は、燃料費調整額および再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦により変動いたします。

1ヶ⽉あたりのご請求⾦額
現 ⾏ 値上げ後
約465万円 約519万円

値上げ額 値上げ率

約55万円 11.8％

1ヶ⽉あたりのご請求⾦額
現 ⾏ 値上げ後
約512万円 約577万円

値上げ額 値上げ率

約64万円 12.5％

1ヶ⽉あたりのご請求⾦額
現 ⾏ 値上げ後

約39.4万円 約43.3万円

値上げ額 値上げ率

約3.9万円 10.0％

1ヶ⽉あたりのご請求⾦額
現 ⾏ 値上げ後

約53.5万円 約59.8万円

値上げ額 値上げ率

約6.3万円 11.7％

⾼圧で契約電⼒が５００ｋＷ以上のお客さま

⾼圧で契約電⼒が５００ｋＷ未満のお客さま
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